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「防災情報のデジタル化（防災DX）はどう進んでいくのか」



今年も多くの災害が発生

令和5年奥能登地震（5月5日）

令和5年台風第2号等大雨災害（6月1~3日）

令和5年梅雨前線豪雨等による災害（6月28日～7月6日）

令和5年台風6号（8月2日~8月9日）

令和5年台風7号（8月15~17日）

令和5年台風13号（9月7~8日）
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大規模な自然災害の常態化 ～いつ起きてもおかしくない～



防災DXの必要性
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世界標準に即して標準化され
デジタル技術を駆使した

災害対応力の向上（防災DX）
（技術・人材・仕組み）

世界標準に即した
災害対応の仕組みの採用

標準化された研修・訓練
人材育成プログラムの充実

少数精鋭による
効果的な

応援・受援災害の
頻発化・大規模化

複雑化
災害対応

豊富だった
潜在的

無形資源
減少

貧弱な
災害対応の

ための
有形資源

従来型の災害対応の限界



内閣府「防災・減災、国土強靱化新時代の実現のための提言」
「直接死も関連死もなくしたい」という思いの元、取組の飛躍的加速を目指して議論・検討・提言

2021.5.25

内閣府「防災・減災、国土強靱化新時代の実現のための提言」より抜粋
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内閣府「防災・減災、国土強靱化新時代の実現のための提言」におけるデジタル技術の記述

今すぐ実現するべきもの 今後10年で実現するべきもの

内閣府「防災・減災、国土強靱化新時代の実現のための提言」より抜粋
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『幹』となる「防災デジタルプラットフォーム」の重要性を強調
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2021.5.25 内閣府「防災・減災、国土強靱化新時代の実現のための提言」より抜粋



デジタル田園都市国家構想基本方針（2022.6.7閣議決定）

デジタル田園都市国家構想実現会議（第2回, 2021.12.28）資料より抜粋

デジタル田園都市国家構想基本方針（2022.6.7閣議決定）より抜粋
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新たな国土強靱化基本計画骨子案
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2023.4.7 国土強靭化推進本部「新たな国土強靱化基本計画骨子案（概要）」より抜粋



新たな国土強靱化基本計画骨子案
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2023.4.7 国土強靭化推進本部「新たな国土強靱化基本計画骨子案（概要）」より抜粋



自由民主党「防災DXの推進に関する提言」
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2023.4.7@自由民主党HP

デジタル社会推進本部と防災DXプロジェクトチームによる取りまとめ、
4月5、6日、総理、防災担当大臣、デジタル大臣に申し入れ



自由民主党「防災DXの推進に関する提言」
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2023.4.7@自由民主党HP



デジタル社会の実現に向けた重点計画（2023.6.9閣議決定）
※2021.6.18, 12.24, 2022.6.7に続いて4回目

デジタル社会の実現に向けた重点計画（2023.6.9閣議決定）より抜粋
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デジタル社会の実現に向けた重点計画における防災の記述
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デジタル社会の実現に向けた重点計画（2023.6.9閣議決定）より抜粋



内閣府「次期総合防災情報システム」
SIP4D（防災科研）との一元化

14内閣府「防災分野のデータプラットフォーム整備 にむけた調査検討業務」資料より抜粋



基盤的防災情報流通ネットワーク「SIP4D」

現場と各機関同士をつなぐ「パイプライン」を実現し、国全体としての災害対応の効果最大化を目指す
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SIP4D：
基盤的防災情報流通
ネットワーク
Shared Information 
Platform for Disaster 
Management

内閣府総合科学技術・
イノベーション会議
SIP（戦略的イノベー
ション創造プログラム）
第1期（2014-2019）
に開発

ISUT：
災害時情報集約
支援チーム
Information 
Support Team

内閣府防災担当と
防災科研による協働
チームとして2018
年試行、2019年よ
り正式稼働

エスアイピーフォーディー



デジタル社会の実現に向けた重点計画における防災の記述
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デジタル社会の実現に向けた重点計画（2023.6.9閣議決定）より抜粋



デジタル庁呼びかけ→防災DX官民共創協議会
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＜デジタル庁の構想＞

防災分野におけるデータ連携等
の推進を通じた住民の利便性の
向上を目指し、
防災分野のデータアーキテク
チャの設計やデータ連携基盤の
構築等の検討を行う協議会

2022．12．19 発足
2023.    4.  25   本格始動

キックオフイベント資料より
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協議会の目的とミッション

協議会の概要

災害による国民一人ひとりの被害・負担の軽減に資する平時・有事の

防災DXのあり方を、民が主体的・協調的に追求し、官民共創により実現

目的

防災DXの定義や課題を整理し、官民・民民共創による解決の方向性を導
出

①課題特定

防災DXの実現に不可欠な「データ連携基盤」のあり方を、上記の課題特定
に基づき官民共創で検討し、その構築に向けて必要な施策を住民・自治体
の目線から提言

②基盤形成

防災DXの実現に資するアプリケーション・サービスの開発・流通を促進し、
そのエコシステム・市場を官民で共創

③市場形成

ミッション
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防災DX官民共創協議会 体制・会員

地方公共団体 ８４団体 民間事業者等272団体
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協議会の体制

組織体制

理事長 ： 臼田 裕一郎 （AI防災協議会 理事長）

副理事長： 西口 尚宏 （一般社団法人日本防災プラットフォーム 代表理事）

副理事長： 大島 典子 （防災コンソーシアムCORE事務局 代表）

専務理事： 江口 清貴 （神奈川県CIO兼CDO/AI防災協議会）

常務理事： 船曳 淳 （株式会社三菱総合研究所 主席研究員）

ああ

理 事 会

検 討 部 会

事 務 局

検討部会統括 高田 佳紀 （一般社団法人日本防災プラットフォーム 副代表）

・課題特定部会 部会長： 吉田 直樹 （デロイト トーマツ ファイナンシャルアドバイザリー合同会社）

・基盤形成部会 部会長： 堀越 満 （応用地質株式会社）

・市場形成部会 部会長： 高田 佳紀 （一般社団法人日本防災プラットフォーム 副代表）

・自治体部会 部会長： 行司 高博 （人と防災未来センター）

会 員

ああ企業等民間団体 地方公共団体

関

係

省

庁

意見交換

意見交換

事務局長： 船曳 淳 ああ
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デジタル庁の構想と協議会ミッションの関係性

協議会の概要

＜デジタル庁の構想＞

①課題特定

②基盤形成

③市場形成

＜協議会のミッション＞

上記に当たっては、デジタル
庁をはじめとする関係省庁
との連携・共創を実現
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部会・検討WGのイメージ

理事会

事務局

監事

検討部会
課題特定部会 基盤形成部会 市場形成部会 自治体部会

検討
WG

検討
WG

検討
WG

検討
WG

検討
WG

検討
WG

部会長

副部会長

部会長

副部会長

部会長

副部会長

検討
WG

検討
WG

部会長・副部会
長の決定後
１）全体の活動内
容と活動計画
２）各部会の活動
内容と活動計画
を確定し、確実に
実行する。

協議会の意思決
定は部会との連
携により理事会
で行う。

会員活動の中心
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部会構成

基盤形成部会

課題特定部会

市場形成部会

自治体部会

部会長：堀越 満（応用地質）

副部会長：萩行 正嗣（ウェザーニューズ）

副部会長：小林 誠（I-レジリエンス）

部会長：吉田 直樹（デロイトトーマツファイナンシャルアドバイザリー）

副部会長：福島 直央（ファストドクター）

部会長：高田 佳紀（（一社）日本防災プラットフォーム）

副部会長：堀江 裕志（損害保険ジャパン）

副部会長：阿部 暁（NTTデータ）

部会長：行司 高博（人と防災未来センター）

副部会長：弘中 秀治（山口県宇部市）

副部会長：大関 裕之（茨城県）

副部会長：佐々木 将仁（北海道札幌市）

5１名
（3４社）

59名
（37社）

76名
（44社）

10名
（3県7

市）

課題特定部会・市場形成部会と連携し、ワンスオンリーの
実現及び民間事業者の参入を促進する基盤形成を担う。

（１）アーキテクチャ、データ連携基盤要件に関する検討・提言
（２）API標準等の検討

実効性の高い防災DXを実現するため、ユーザー視点で課
題特定を行い、他の部会活動と連携する。

（１）自治体の課題発掘調査
（２）民間事業者、市民の課題発掘調査
（３）課題の構造化、解決策の検討・提言

防災DXの産業化や市場化に向けた打ち手を検討・提言す
る。

（１）デジタル庁事業と連携した実証
（２）防災DXの産業化や市場化を見据えた打ち手の検討
（３）防災DXの海外市場への展開の検討

自治体が横連携で議論できるプラットフォームをつくり、
自治体の課題解決をサポートする

（１）自治体の横連携の構築
（２）自治体の課題発掘調査への協力と問題の可視化
（３）課題解決に向けての取組

検討部会名 部会長・副部会長 コアメンバ 目的・活動内容

検討部会統括 高田 佳紀（（一社）日本防災プラットフォーム）
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